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保険業法 

 

（業務運営に関する措置）  

第百条の二 保険会社は、その業務に関し、この法律又は他の法律に別段の定めがあるものを除く

ほか、内閣府令で定めるところにより、その業務に係る重要な事項の顧客への説明、その業務に

関して取得した顧客に関する情報の適正な取扱い、その業務を第三者に委託する場合（当該業務

が第二百七十五条第三項の規定により第三者に再委託される場合を含む。）における当該業務の

的確な遂行その他の健全かつ適切な運営を確保するための措置を講じなければならない。 

 

（保険契約の締結又は保険募集に関する禁止行為）  

第三百条 保険会社等若しくは外国保険会社等、これらの役員（保険募集人である者を除く。）、保険

募集人又は保険仲立人若しくはその役員若しくは使用人は、保険契約の締結又は保険募集に関し

て、次に掲げる行為（次条に規定する特定保険契約の締結又はその代理若しくは媒介に関しては、

第一号に規定する保険契約の契約条項のうち重要な事項を告げない行為及び第九号に掲げる行

為を除く。）をしてはならない。 

一 保険契約者又は被保険者に対して、虚偽のことを告げ、又は保険契約の契約条項のうち重要

な事項を告げない行為 

二 保険契約者又は被保険者が保険会社等又は外国保険会社等に対して重要な事項につき虚偽

のことを告げることを勧める行為 

三 保険契約者又は被保険者が保険会社等又は外国保険会社等に対して重要な事実を告げるの

を妨げ、又は告げないことを勧める行為 

四 保険契約者又は被保険者に対して、不利益となるべき事実を告げずに、既に成立している保険

契約を消滅させて新たな保険契約の申込みをさせ、又は新たな保険契約の申込みをさせて既に

成立している保険契約を消滅させる行為 

五 保険契約者又は被保険者に対して、保険料の割引、割戻しその他特別の利益の提供を約し、

又は提供する行為 

六 保険契約者若しくは被保険者又は不特定の者に対して、一の保険契約の契約内容につき他の

保険契約の契約内容と比較した事項であって誤解させるおそれのあるものを告げ、又は表示す

る行為 

七 保険契約者若しくは被保険者又は不特定の者に対して、将来における契約者配当又は社員に

対する剰余金の分配その他将来における金額が不確実な事項として内閣府令で定めるものに

ついて、断定的判断を示し、又は確実であると誤解させるおそれのあることを告げ、若しくは表

示する行為 
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八 保険契約者又は被保険者に対して、当該保険契約者又は被保険者に当該保険会社等又は外

国保険会社等の特定関係者（第百条の三（第二百七十二条の十三第二項において準用する場

合を含む。第三百一条において同じ。）に規定する特定関係者及び第百九十四条に規定する特

殊関係者のうち、当該保険会社等又は外国保険会社等を子会社とする保険持株会社及び少額

短期保険持株会社（以下この条及び第三百一条の二において「保険持株会社等」という。）、当該

保険持株会社等の子会社（保険会社等及び外国保険会社等を除く。）並びに保険業を行う者以

外の者をいう。）が特別の利益の供与を約し、又は提供していることを知りながら、当該保険契約

の申込みをさせる行為 

九 前各号に定めるもののほか、保険契約者等の保護に欠けるおそれがあるものとして内閣府令

で定める行為 

２ （略） 

 

保険業法施行規則 

 

（業務運営に関する措置）  

第五十三条 保険会社は、法第百条の二の規定により、その業務に関し、次に掲げる措置を講じなけ

ればならない。  

一 第七十四条第一号イ及び第三号に掲げる保険契約（第八十三条第一号ロ及びニに掲げるもの

を除く。第五号から第七号までにおいて同じ。）の保険募集に際して、生命保険募集人又は損害

保険募集人が、保険契約者に対し、次に掲げる事項を記載した書面の交付により、説明を行うこ

とを確保するための措置  

イ 特別勘定に属する資産（以下この号、第五号及び第六号において「資産」という。）の種類及

びその評価の方法 

ロ 資産の運用方針 

ハ 資産の運用実績により将来における保険金等の額が不確実であること。 

二 保険金等の額を外国通貨をもって表示する保険契約（第八十三条第三号に掲げる保険契約の

うち、事業者（法人その他の団体及び事業として又は事業のために契約の当事者となる場合に

おける個人をいう。以下同じ。）を保険契約者とするものを除く。）の保険募集に際して、生命保険

募集人又は損害保険募集人が、保険契約者に対し、保険金等の支払時における外国為替相場

により本邦通貨に換算した保険金等の額が、保険契約時における外国為替相場により本邦通貨

に換算した保険金等の額を下回る場合があることを記載した書面の交付により、説明を行うこと

を確保するための措置  

三 保険料の計算に際して予定解約率を用い、かつ保険契約の解約による返戻金を支払わないこ

とを約した保険契約の保険募集に際して、生命保険募集人又は損害保険募集人が、保険契約者
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に対し、保険契約の解約による返戻金がないことを記載した書面の交付により、説明を行うこと

を確保するための措置  

四 既に締結されている保険契約（以下この号において「既契約」という。）を消滅させると同時に、

既契約の責任準備金（第十条第二号の規定にかかわらず、被保険者のために積み立てられて

いる額をいう。以下この号において同じ。）、返戻金の額その他の被保険者のために積み立てら

れている額を、新たに締結する保険契約（以下この号において「新契約」という。）の責任準備金

又は保険料に充当することによって成立する保険契約（既契約と新契約の被保険者が同一人を

含む場合に限る。）の保険募集に際して、生命保険募集人又は損害保険募集人が、保険契約者

に対し、次に掲げる事項を記載した書面の交付（イに定める事項の記載にあっては、既契約と新

契約が対比できる方法による。）により、説明を行うことを確保するための措置  

イ 既契約及び新契約に関する保険の種類、保険金額、保険期間、保険料（普通保険約款及び

給付のある主要な特約ごとに記載するものとする。）、保険料払込期間その他保険契約に関し

て重要な事項 

ロ 既契約を継続したまま保障内容を見直す方法がある事実及びその方法 

五 第七十四条第一号イ及び第三号に掲げる保険契約の保険募集に際して、生命保険募集人又は

損害保険募集人が、保険契約者に対し、資産の運用に関して別表に掲げる事項（当該保険契約

に係る資産の運用を受益証券又は投資証券の取得により行う場合にあっては、資産の運用に関

する極めて重要な事項として別表に掲げるもの）を記載した書面を交付するための措置  

六 第七十四条第一号イ及び第三号に掲げる保険契約（資産の運用を受益証券又は投資証券の取

得により行うものに限る。）の保険募集に際して、生命保険募集人又は損害保険募集人が、保険

契約者から資産の運用に関する重要な事項として別表に掲げるものを記載した書面の交付の請

求があったときには、当該保険契約者に対し、直ちに、当該書面を交付するための措置  

七 第七十四条第一号イ及び第三号に掲げる保険契約に関し、生命保険募集人又は損害保険募集

人が、一年ごとに、保険契約者に対し、当該保険契約に係る資産の運用状況を記載した書面を

交付するための措置  

七の二 基礎率変更権に関する条項を法第四条第二項第三号に掲げる書類に記載する第三分野

保険の保険契約の保険募集に際して、生命保険募集人又は損害保険募集人が、保険契約者に

対し、次に掲げる事項を記載した書面の交付により、説明を行うことを確保するための措置  

イ 保険契約の内容が変更されることがある場合の要件（基礎率変更権行使基準を含む。）、変

更箇所、変更内容及び保険契約者に内容の変更を通知する時期 

ロ 予定発生率の合理性 

七の三 前号に定める第三分野保険の保険契約に関し、生命保険募集人又は損害保険募集人が、

一年ごとに、保険契約者に対し、次に掲げる事項を記載した書面を交付するための措置  

イ 基礎率変更権行使基準に該当するかどうか。 
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ロ 基礎率変更権行使基準に規定する予定発生率に対する実績発生率の状況を示す指標の推 

 移 

ハ その他基礎率変更権行使基準に該当するかどうか参考となる事項 

八 日本における元受保険契約の保険募集に際して、生命保険募集人又は損害保険募集人が、保

険契約者に対し、イ又はロに掲げる保険契約（日本における元受保険契約に限る。以下この号

において同じ。）の区分に応じ、当該イ又はロに定める事項を記載した書面の交付その他の適

切な方法により、当該イ又はロに定める事項の説明を行うことを確保するための措置  

イ ロに掲げるもの以外の保険契約 当該保険募集に係る保険契約が法第二百七十条の三第

二項第一号に規定する補償対象契約（以下「補償対象契約」という。）に該当するかどうかの別

又は保険契約のうち補償対象契約に該当するものの範囲 

ロ 保険契約者等の保護のための特別の措置等に関する命令 （平成十年大蔵省令第百二十四

号。以下この号において「保護命令」という。）第一条の六第二項（法第二百四十五条第一号に

規定する内閣府令・財務省令で定める率）に規定する元受生命保険契約等であって、保険期

間（既に締結されている保険契約の条項に基づく保険期間の更新又は延長をすることができ

る保険契約にあっては、当該更新又は延長後の保険期間を含む通算保険期間）が五年を超え

ることとなるもの（その保険料又は責任準備金の算出の基礎として予定利率が用いられてい

るもの（保護命令第五十条の五第三項括弧書（法第二百七十条の三第二項第一号に規定する

内閣府令・財務省令で定める率）に規定する予定利率が用いられているものを含む。）に限

る。） 次の（１）及び（２）に掲げる事項 

（１） イに定める事項 

（２） 保護命令第五十条の五第三項に規定する高予定利率契約に該当することとなる保険契

約並びに破綻保険会社（法第二百六十条第二項に規定する破綻保険会社をいう。）に係る

当該保険契約が保護命令第五十条の五第二項（保護命令第五十条の十一において準用す

る場合を含む。）及び保護命令第一条の六第二項又は保護命令第五十条の十四第二項（法

第二百七十条の六の八第二項に規定する内閣府令・財務省令で定める率）の規定の適用

を受けること。 

九 生命保険募集人又は損害保険募集人の公正な保険募集を行う能力の向上を図るための措置  

十 前各号に定めるもののほか、保険募集に際して、生命保険募集人又は損害保険募集人が、保

険契約者及び被保険者（保険契約の締結時において被保険者が特定できない場合を除く。）に

対し、保険契約の内容のうち重要な事項を記載した書面の交付その他の適切な方法により、説

明を行うことを確保するための措置  

２～４ （略）  
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（社内規則等）  

第五十三条の七 保険会社は、法第九十七条 、第九十八条又は第九十九条の規定に基づく業務を

営む場合においては、これらの業務の内容及び方法に応じ、顧客の知識、経験、財産の状況及び

取引を行う目的を踏まえた重要な事項の顧客への説明その他の健全かつ適切な業務の運営を確

保するための措置（書面の交付その他の適切な方法による商品又は取引の内容及びリスクの説

明並びに犯罪を防止するための措置を含む。）に関する社内規則等（社内規則その他これに準ず

るものをいう。以下この条において同じ。）を定めるとともに、従業員に対する研修その他の当該社

内規則等に基づいて業務が運営されるための十分な体制を整備しなければならない。 

２ （略） 

 

銀行法 

 

（預金者等に対する情報の提供等）  

第十二条の二 銀行は、預金又は定期積金等（以下この項において「預金等」という。）の受入れ（第

十三条の四に規定する特定預金等の受入れを除く。）に関し、預金者等の保護に資するため、内閣

府令で定めるところにより、預金等に係る契約の内容その他預金者等に参考となるべき情報の提

供を行わなければならない。  

２ 前項及び第十三条の四並びに他の法律に定めるもののほか、銀行は、内閣府令で定めるところ

により、その業務に係る重要な事項の顧客への説明、その業務に関して取得した顧客に関する情

報の適正な取扱い、その業務を第三者に委託する場合における当該業務の的確な遂行その他の

健全かつ適切な運営を確保するための措置を講じなければならない。  

 

（銀行の業務に係る禁止行為）  

第十三条の三 銀行は、その業務に関し、次に掲げる行為（第十三条の四に規定する特定預金等契

約の締結の業務に関しては、第四号に掲げる行為を除く。）をしてはならない。  

一 顧客に対し、虚偽のことを告げる行為  

二 顧客に対し、不確実な事項について断定的判断を提供し、又は確実であると誤認させるおそれ

のあることを告げる行為  

三 顧客に対し、当該銀行又は当該銀行の特定関係者その他当該銀行と内閣府令で定める密接な

関係を有する者の営む業務に係る取引を行うことを条件として、信用を供与し、又は信用の供与

を約する行為（顧客の保護に欠けるおそれがないものとして内閣府令で定めるものを除く。）  

四 前三号に掲げるもののほか、顧客の保護に欠けるおそれがあるものとして内閣府令で定める

行為 
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銀行法施行規則 

 

（預金者等に対する情報の提供）  

第十三条の三 銀行は、法第十二条の二第一項の規定により預金者等に対する情報の提供を行う場

合には、次に掲げる方法により行うものとする。  

一 主要な預金等（法第十二条の二第一項に規定する預金等をいう。以下同じ。）の金利の明示  

二 取り扱う預金等に係る手数料の明示  

三 取り扱う預金等のうち預金保険法（昭和四十六年法律第三十四号）第五十三条に規定する保険

金の支払の対象であるものの明示  

四 商品の内容に関する情報のうち次に掲げる事項（以下この条において「商品情報」という。）を

記載した書面を用いて行う預金者等の求めに応じた説明及びその交付  

イ 名称（通称を含む。） 

ロ 受入れの対象となる者の範囲 

ハ 預入期間（自動継続扱いの有無を含む。） 

ニ 最低預入金額、預入単位その他の預入れに関する事項 

ホ 払戻しの方法 

ヘ 利息の設定方法、支払方法、計算方法その他の利息に関する事項 

ト 手数料 

チ 付加することのできる特約に関する事項 

リ 預入期間の中途での解約時の取扱い（利息及び手数料の計算方法を含む。） 

ヌ 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める事項 

（１） 指定紛争解決機関が存在する場合 当該銀行が法第十二条の三第一項第一号に定める

手続実施基本契約を締結する措置を講ずる当該手続実施基本契約の相手方である指定紛争

解決機関の商号又は名称 

（２） 指定紛争解決機関が存在しない場合 当該銀行の法第十二条の三第一項第二号に定め

る苦情処理措置及び紛争解決措置の内容 

ル その他預金等の預入れに関し参考となると認められる事項 

五 次に掲げるものと預金等との組合せによる預入れ時の払込金が満期時に全額返還される保証

のない商品を取り扱う場合には、預入れ時の払込金が満期時に全額返還される保証のないこと

その他当該商品に関する詳細な説明  

イ 市場デリバティブ取引（金融商品取引法第二条第二十一項に規定する市場デリバティブ取引

をいう。以下同じ。）又は外国市場デリバティブ取引（同条第二十三項に規定する外国市場デ

リバティブ取引をいう。以下同じ。）のうち有価証券関連デリバティブ取引に該当するもの以外

のもの 
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ロ 法第十条第二項第十四号に規定する金融等デリバティブ取引 

ハ 先物外国為替取引 

ニ 有価証券関連デリバティブ取引（金融商品取引法第二条第二十一項第一号に掲げる取引及

び外国金融商品市場（同条第八項第三号ロに規定する外国金融商品市場をいう。以下同じ。）

における同条第二十一項第一号に掲げる取引と類似の取引を除く。） 

ホ 金融商品取引法第二条第二十一項第一号に掲げる取引又は外国金融商品市場における同

号 に掲げる取引と類似の取引（同条第一項第一号及び第二号に掲げる有価証券並びに同項

第三号及び第五号に掲げる有価証券（政府が元本の償還及び利息の支払について保証して

いるものに限る。）（第十三条の五第一項第二号、第十四条の十一の二十七第一項第十三号

ホ及び第三十四条の五十三の十二第一項第十三号ホにおいて「国債証券等」という。）並びに

同法第二条第一項第十七号に掲げる有価証券のうち同項第一号の性質を有するものに係る

ものに限る。） 

六 変動金利預金の金利の設定の基準となる指標及び金利の設定の方法が定められている場合

にあつては、当該基準及び方法並びに金利に関する情報の適切な提供  

２～４ （略） 

  

（社内規則等）  

第十三条の七 銀行は、その営む業務の内容及び方法に応じ、顧客の知識、経験、財産の状況及び

取引を行う目的を踏まえた重要な事項の顧客に対する説明その他の健全かつ適切な業務の運営

を確保するための措置（書面の交付その他の適切な方法による商品又は取引の内容及びリスク

並びに当該銀行が講ずる法第十二条の三第一項に定める措置の内容の説明並びに犯罪を防止

するための措置を含む。）に関する社内規則等（社内規則その他これに準ずるものをいう。以下同

じ。）を定めるとともに、従業員に対する研修その他の当該社内規則等に基づいて業務が運営され

るための十分な体制を整備しなければならない。 

 

（銀行の業務に係る禁止行為）  

第十四条の十一の三 法第十三条の三第四号に規定する内閣府令で定める行為は、次に掲げる行

為とする。  

一 顧客に対し、その営む業務の内容及び方法に応じ、顧客の知識、経験、財産の状況及び取引

を行う目的を踏まえた重要な事項について告げず、又は誤解させるおそれのあることを告げる

行為 

二 顧客に対し、不当に、自己の指定する事業者と取引を行うことを条件として、信用を供与し、又

は信用の供与を約する行為（法第十三条の三第三号に掲げる行為を除く。） 
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三 顧客に対し、銀行としての取引上の優越的地位を不当に利用して、取引の条件又は実施につ

いて不利益を与える行為 

 

金融商品取引法 

 

（契約締結前の書面の交付）  

第三十七条の三 金融商品取引業者等は、金融商品取引契約を締結しようとするときは、内閣府令で

定めるところにより、あらかじめ、顧客に対し、次に掲げる事項を記載した書面を交付しなければな

らない。ただし、投資者の保護に支障を生ずることがない場合として内閣府令で定める場合は、こ

の限りでない。  

一 当該金融商品取引業者等の商号、名称又は氏名及び住所  

二 金融商品取引業者等である旨及び当該金融商品取引業者等の登録番号  

三 当該金融商品取引契約の概要  

四 手数料、報酬その他の当該金融商品取引契約に関して顧客が支払うべき対価に関する事項で

あつて内閣府令で定めるもの  

五 顧客が行う金融商品取引行為について金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他

の指標に係る変動により損失が生ずることとなるおそれがあるときは、その旨  

六 前号の損失の額が顧客が預託すべき委託証拠金その他の保証金その他内閣府令で定めるも

のの額を上回るおそれがあるときは、その旨  

七 前各号に掲げるもののほか、金融商品取引業の内容に関する事項であつて、顧客の判断に影

響を及ぼすこととなる重要なものとして内閣府令で定める事項 

 

（禁止行為）  

第三十八条 金融商品取引業者等又はその役員若しくは使用人は、次に掲げる行為をしてはならな

い。ただし、第四号から第六号までに掲げる行為にあつては、投資者の保護に欠け、取引の公正

を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそれのないものとして内閣府令で定めるもの

を除く。  

一 金融商品取引契約の締結又はその勧誘に関して、顧客に対し虚偽のことを告げる行為  

二～六 （略） 

七 前各号に掲げるもののほか、投資者の保護に欠け、若しくは取引の公正を害し、又は金融商

品取引業の信用を失墜させるものとして内閣府令で定める行為 
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（適合性の原則等）  

第四十条 金融商品取引業者等は、業務の運営の状況が次の各号のいずれかに該当することのな

いように、その業務を行わなければならない。  

一 金融商品取引行為について、顧客の知識、経験、財産の状況及び金融商品取引契約を締結す

る目的に照らして不適当と認められる勧誘を行つて投資者の保護に欠けることとなつており、又

は欠けることとなるおそれがあること。  

二 前号に掲げるもののほか、業務に関して取得した顧客に関する情報の適正な取扱いを確保す

るための措置を講じていないと認められる状況、その他業務の運営の状況が公益に反し、又は

投資者の保護に支障を生ずるおそれがあるものとして内閣府令で定める状況にあること。 

 

金融商品取引業者等に関する内閣府令 

 

（禁止行為）  

第百十七条 法第三十八条第七号に規定する内閣府令で定める行為は、次に掲げる行為とする。  

一 （略） 

二 金融商品取引契約の締結又はその勧誘に関して、虚偽の表示をし、又は重要な事項につき

誤解を生ぜしめるべき表示をする行為 

三～三十三 （略） 

２～22 （略） 

 

 

 


